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１．はじめに 

発表者は医師として医学部に所属して公衆衛生学領域

の研究、特に「身体活動と生活習慣病」に関する研究に

従事している。「身体活動」とは、「運動」に似た概念

だが、「運動」が計画的に時間を作って実施される健康

増進や楽しみのための活動なのに対して、「身体活動」

とは「運動」も含めて身体を動かしてエネルギーを消費

する全ての活動を含んでいる。すなわち、日常生活で歩

くこと、仕事や家事で身体を動かすことなど、全てが含

まれている。以前は、20分あるいは30分以上継続して一

定強度以上の運動を実施しないと健康上の効果が得られ

ないと考えられていた。しかし、近年では、様々な研究

により、細切れであっても日常生活の中で身体を動かす

こと、すなわち身体活動という考え方の重要性が明らか

になってきた。長時間継続した運動を実施しなくても、

日常生活で身体活動を活発に実施している者は、そうで

ない者と比較して疾病への罹患率や死亡率の低いことが

明らかになっている。 

このように、身体活動の推進は予防医学において明ら

かに重要な課題だが、実際に国民の身体活動レベルを高

めることは容易な課題でない。これまで行なわれてきた

様々な対策にもかかわらず、定期的に運動を実施してい

る者の割合は国民全体の25-30％程度である。また、健

康に好ましいとされている10,000歩/日以上を歩行して

いる者の割合は男性で25％程度、女性で20％程度であり、

国民の平均的な歩数は緩やかな減少傾向にある（国民健 

康栄養調査）。 
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発表者は長年このような課題に取り組む中で、近年、

都市計画分野との協力の必要性を強く感じるようになっ

ている。身体活動には様々な内容（運動、仕事、家事、

移動など）があるが、一般的に最も影響の大きい活動は

「移動」で行なう歩行や自転車であり、都市交通・都市

計画分野の用語を使うならば「交通行動」である。 

そこで、本報告では公衆衛生分野における話題、こ

れまでの研究を簡単に整理する。また、某自治体におい

て実施した「身体活動の推進を視野に入れた都市環境整

備のためのワークショップ」の結果を報告し、「多部門

協働」の重要性について考察を加える。 

 

２．都市環境と身体活動-これまでの研究のレビュー 

（１）予防医学における身体活動（交通行動）の重要性 

がん、心疾患、脳血管疾患は3大生活習慣病と呼ばれ、

日本国民の死因の60％以上を占めている。これらの生活

習慣病に対する身体活動の効果は様々な研究により明ら

かで、身体活動は動脈硬化を予防することにより心疾患、

脳血管疾患を抑制する。また、大腸癌、乳癌の発症を抑

制することが報告されている１）。例えば、身体活動量

が週2000kcal未満の者は2000kcal以上の者と比較して虚

血性心疾患のリスクが1.60倍となる２）。世界的には米

国心臓病学会/アメリカスポーツ医学会が推奨する「ほ

ぼ毎日、30分以上の強度3METs以上の身体活動を実施す

ること（身体活動は10分程度の短時間の蓄積でも構わな

い）」が目標とする身体活動レベルとなっている３）。

日本では2006年に厚生労働省が発表した「週23METs・時

以上の活発な（強度3METs以上の）身体活動」が推奨さ

れている４）。したがって、より活動的な交通行動を用

いることは、健康増進活動そのものと言える。 

 

（２）身体活動推進に関する研究の流れ 

身体活動推進のためには、身体活動の決定要因を明ら

かにして、そこに介入することが効果的である。身体活

動の決定要因に関するこれまでの研究は、主に個人の心

理社会的要因（例えば、自己効力感、行動変容の過程、

意思決定のバランスなど）に焦点をあてたものであった



５）。しかし、近年、個人を取り巻く環境要因の重要性

が指摘されるようになり６-７）、予防医学分野において都

市環境をテーマとした研究が急速に増えてきている。厚

生労働省が掲げる政策「健康日本21」でも、行動変容を

支援する環境整備の重要性が強調されている８）。しか

し、日本では、これまでのところ身体活動支援環境に関

する科学的根拠は極めて限定的であり９-１０）、その重要

性の認識にも関わらず、具体的な環境整備施策はほとん

ど実施されていないといっても過言ではない。どのよう

な環境要因が国民の身体活動に影響を与えているのか、

どのような環境整備が必要なのかといった疑問は、公衆

衛生における極めて重要な研究テーマになりつつある。 

 

（３）身体活動推進の戦略‐ポピュレーション戦略 

身体活動推進の方策として環境要因が注目されるもう

一つの背景には、ポピュレーション戦略という考え方が

ある。Geoffrey Roseは予防医学の戦略として「ハイリ

スク戦略」と「ポピュレーション戦略」を対比して、集

団として、疾病への罹患、死亡の減少に大きく貢献する

ハイリスク戦略の重要性を強調している１１）。ハイリス

ク戦略とは、集団の中で高い疾病リスクを持つ者（例え

ば、血圧の高い者）に対して、その危険要因を除去する

ことによって病気の予防を図る方法である。健康診断で

異常が発見された者に対して保健指導を強化したり、薬

を処方したりして脳卒中などの発症を未然に防ぐ方法が

これにあたる。この戦略は方法論が明確だが、集団の大

部分を占める低リスク者への対策が取られていないこと

に問題があり、集団としてみると疾病や死亡の抑制効果

が限定的である。これに対して、ポピュレーション戦略

とは集団（社会）全体に働きかける方法で、例えば健康

知識を広く啓発すること、健康づくりのための環境整備

などがこれにあたる。 

日本の健康づくり施策は、健診の普及とハイリスク戦

略によって進められてきたが、近年、このようなポピュ

レーション戦略の重要性が指摘されるようになっている。

ポピュレーション戦略の考え方は「健康日本21」におい

ても基本理念の重要な部分を占めている。このような観

点からも、環境整備、都市計画分野との協働の重要性が

増してきている。 

 

（４）交通計画・都市計画学と予防医学の協働の必要性 

予防医学において交通計画・都市計画学の重要性が

増してきている背景を述べてきたが、交通計画・都市計

画学から学び、あるいは協力して研究を行い、身体活動

を支援する環境整備を進めようという動きは、まだ限定

的である。発表者も様々な機会に環境整備の重要性に関

する講演等を行なっているが、最初の反応として、「環

境整備とは随分壮大な話ですね」といった感想が多い。

しかし、環境整備は本当に「壮大な話」であろうか？問

題解決のポイントは「多分野の協働」にあると考えてい

る。例えば、「歩道の整備状況が人々の身体活動に関連

している」といったことが明らかになっても、保健関係

者には、一体、何をどうすればよいのか見当がつかない。

しかし、一歩進んで、「多分野の協働」という考え方を

採用してみてはどうであろう。歩道は、日々整備されて

いて、関連する部署は予算を持っている。問題は部門間

の連携が取れるか、健康づくりの考え方、研究成果、価

値観を保健部門と関連部門で共有できるかどうかが重要

である。 

このような考え方に基づいて発表者らは、他分野に

おいて、身体活動支援環境に関連したトピックがないか

どうか、価値観を共有して共同研究を進められる研究者

がいないかどうか、をサーチしている。都市計画分野と

の協力により、予防医学の観点から、環境整備の便益を

評価することも可能である。また、自治体においては、

実践活動として「多部門協働による身体活動支援環境の

整備」を働きかけている。 

 

３．目的 

本研究では、上述の背景のもと、静岡県の某自治体

で実施した「身体活動支援環境整備のための多部門共同

ワークショップ」の結果を検討し、今後、部門間で協力

して研究、および環境整備を進めていくことの可能性に

ついて考察する。 

 

４．方法 

静岡県某自治体の職員を対象に「身体活動支援環境整

備のための多部門共同ワークショップ」（2008年10月2

日）を開催した。ワークショップの概要を表１に示す。 

 

表1 ワークショップの概要 

テーマ 多部門協働による身体活動支援環境の整備

日時 2008年10月2日

場所 静岡県某自治体

参加部署 住民福祉部健康課、建設課、都市計画課

学校教育課、生活環境課、農林課

街づくり推進室、社会教育課

内容 身体活動支援環境の10要因について、各部署
において関連する事業はないか、どのような事
業ならできる可能性があるのかを検討した。

 
 

はじめに、①研究者よりワークショップの趣旨、②身

体活動支援環境の考え方、③多部門協働の重要性、等に

関する説明を行った。次に、各部署の事業の中に身体活

動支援環境（研究者らが事前に用意した10の身体活動支

援環境要因）に関連する事業があるかどうか、どのよう

な事業なら行なえる可能性があるかを討論した。最後に、



これまでの研究で身体活動に関連していることが指摘さ

れている環境要因（表２）について、各部門の事業との

関連性に関するアンケート調査を行った。 

なお、討議を活発に行なうために、各参加者は各部署

を代表して参加するのではなく、個人として参加して、

意見を述べる形式とした。したがって、アンケート調査

の結果は、各部署の公式見解ではなく、参加者個人の意

見、考え方に基づいている。 

 

表２ 各部署に意見を求めた身体活動支援環境の具体

的な内容 

項目 内容
屋内の運動場所 利用しやすい体育館、スポーツジムなどの屋内運

動施設があるかどうか
屋外の運動場所 公園、遊歩道、グラウンドなどの屋外で運動でき

る場所が多いかどうか
歩行に関する交通安全 交通事故の危険が少なく、安全に歩くことができ

るかどうか
目的地へのアクセス 日常のちょっとした買い物は、自宅から歩いてい

ける範囲で済ませることができるかどうか
自転車に関する交通安全交通事故の危険が少なく、安全に自転車に乗るこ

とができるかどうか
公共交通機関の利便性 公共交通機関（電車、バスなど）が便利かどうか
治安 犯罪の危険が少なく、夜間でも安全に歩くことが

できるかどうか
車を使わない生活 車なしでは生活することが難しいかどうか
歩道の整備 歩道がよく整備されているかどうか
景観（自然・人口） 清掃が行き届き、街並みや景観がきれいかどうか  

 

５．結果 

身体活動支援環境要因として提示した10要因について、

各部署の事業とどの程度関連しているのかを尋ねた結果

を表３に示す。10要因中8要因について「非常に関連す

る」と回答した部署が存在した。 

次に各部署が実施している、あるいは担当している事

業の中で身体活動支援環境の整備に関連した具体的な事

業内容を自由記述の形式で尋ねた結果を表４に示す。 

その結果、各部署からそれぞれ３つ以上の具体的な事

業内容が報告された。 

 

 

表４ 環境整備と関連した各部署の事業内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表３ 身体活動支援環境要因の各項目が各部署の事業と

どの程度関連しているか（アンケート結果） 

項目 非常に関連する やや関連する やや関連しない 全く関連しない
生涯学習課 都市整備課 生活環境課

学校教育 まちづくり推進室
建設課

生涯学習課 まちづくり推進室 生活環境課
都市整備課 建設課

学校教育
生涯学習課 都市整備課 まちづくり推進室
生活環境課 学校教育
建設課

都市整備課 生涯学習課
生活環境課
まちづくり推進室
建設課
学校教育

生活環境課 生涯学習課 都市整備課 まちづくり推進室
建設課 学校教育
生涯学習課 都市整備課 生活環境課

まちづくり推進室
建設課
学校教育

生涯学習課 生活環境課 学校教育 まちづくり推進室
建設課
都市整備課

生活環境課 生涯学習課
まちづくり推進室
建設課
都市整備課
学校教育

生涯学習課 都市整備課 生活環境課
建設課 まちづくり推進室

学校教育
生涯学習課 生活環境課 まちづくり推進室

建設課 学校教育
都市整備課

車を使わない
生活

歩道の整備

景観

商店街等への
アクセス

自転車に乗る
ときの安全

公共交通機関
の利便性

治安

屋内運動場所
へのアクセス

屋外運動場所
へのアクセス

歩行するときの
安全

 

 

６．考察 

身体活動と環境要因との関連を示す研究は急速に増

加しており、具体的にどのような環境要因が身体活動に

関連しているのかを示す科学的根拠も蓄積されつつある
１０，１２-１４）。しかし、これらの知見をどのように応用し

て、具体的な環境整備施策に生かすのかについては十分

な検討がなされていない。その結果、例えば、健康日本

21では健康づくりを支援する環境整備の重要性が強調さ

れているものの、具体的な方法が示されないまま環境整

備は遅々として進んでいない。 

本研究の結果より、身体活動を支援する環境要因の

整備には、健康部門以外の多くの部門（生涯学習、建築、

都市計画など）の事業が関連していることが明らかとな

った。身体活動の推進は健康部門にとっての重要な課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項目1 項目2 項目3 項目4 項目5 項目6 項目7 項目8 項目9 項目10
屋内運動場所
へのアクセス

屋外運動場所
へのアクセス

歩行するときの
安全

商店街等への
アクセス

自転車に乗る
ときの安全

公共交通機関
の利便性

治安 車を使わない
生活

歩道の整備 景観

生涯学習課
巡回バス、駐車
場、料金、開館
時間、夜間照

巡回バス、駐車
場、料金、開館
時間

ウォーキング道
の整備、電灯

車なしでは難し
い

歩道の整備 巡回バスの利
用率向上

街灯の設備、
安全な公園

一部歩道なし 清潔さがリピー
ターを増やす

生活環境課

各区の住民か
ら直接意見を
聞いている。警
察への陳情の
推達（標識、信
号など）

子どもの自転
車免許証の発
行

防犯灯の整
備、防犯連絡
協議会

住民カードと免
許証返納

ごみの収集等

まちづくり
推進室

駐車場、スポー
ツ施設でなくて
も運動ができる
屋内

トレイルロード
（ハイキング道）
の整備、買い物
への道

企業誘致

建設課

安全で住みよ
い生活環境を
守るための道
路整備

狭い道路の拡
張や改良整備
による安全で住
みよい町づくり

景観に配慮し
た生活環境整
備としての歩道
設置

都市整備課
施設の内容（平
面計画）につい
て

講演整備の場
所、内容

整備する施設
内について

整備する施設
内について

整備する施設
内について

学校教育
公共施設の開
放

公共施設の開
放

道徳観の育成
（子どもたちの）

部署



だが、これを達成するための方法として、他部門との協

働を推進し、身体活動支援環境の整備を進めていくこと

が重要と考えられた。 

多部門との協働を推進する上で、都市計画、都市交

通分野は最も重要なパートナーの一つと考えられる。実

際に、予防医学分野における身体活動環境の研究は都市

計画、都市交通の研究者らとの共同研究によって進めら

れて来た側面がある。欧米で広く用いられている環境評

価質問紙であるNeighborhood Environmental Walkabili

ty Scaleは都市交通、都市計画の先行研究を参考に作成

され、現在、予防医学分野で広く活用されている１５）。

地理情報システム（Geographic information system: G

IS）を用いて、自宅周辺のResidential density、Land 

use mix、Street connectivity等と、身体活動、肥満と

の関連を検討しようという試みもなされている１６）。日

本においては予防医学と都市計画のこのような協力は未

だ見られていないが、今後、これを推進していくことは

極めて重要と考えられる。今回の検討で、都市計画分野

と予防医学分野の関連性が確認されたことより、日本で

もこのような協力関係の構築は十分に可能である事が示

唆された。 

今回、ワークショップで検討した内容は未だ抽象的、

かつ机上の討論であり、今後は、環境整備に向けて具体

的にどのような事業展開が可能かを検討し、環境整備の

ためのエビデンスを構築していきたい。 

 

６．結論 

静岡県の某自治体で実施した「身体活動環境整備のた

めのワークショップ」により、予防医学分野と都市計画

分野を含む多くの分野の間で価値観の共有、協力体制の

構築が可能であることが明らかとなった。今後、研究面

でも積極的な協力を行いたいと考えている。 
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